
証券コード　5923

平成27年６月８日

株 主 各 位
大阪市浪速区難波中２丁目10番70号

高田機工株式会社
取締役社長 寳 角 正 明

第86期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第86期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年

６月24日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますよう

お願い申しあげます。
敬　具

記

１．日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前９時
２．場 所 大阪市中央区備後町２丁目５番８号

日本綿業倶楽部　新館７階　大会場
３．目 的 事 項

報告事項 第86期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告お
よび計算書類報告の件

決議事項
  第１号議案 剰余金処分の件
  第２号議案 定款一部変更の件
  第３号議案 取締役７名選任の件
  第４号議案 監査役１名選任の件
  第５号議案 当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継

続の件
以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット

上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.takadakiko.com/）に掲載させていただきます。
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（添 付 書 類）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

１．企業の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当事業年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の

反動がみられましたが、政府の積極的な経済政策や日本銀行の金融緩和継続等

を背景に、緩やかな景気回復基調を辿りました。

　橋梁事業におきましては、被災地復興関連の発注が本格化すると期待されま

したが、前段の工程である下部工の進捗遅れもあり、鋼橋業界の期待する上部

工の発注は年度終盤からとなり新設鋼橋の発注量は前事業年度割れとなりまし

た。

　鉄構事業では需要は着実に増加したものの、当社が得意とする超高層案件は、

「首都圏一極集中」がより鮮明となり、地元である関西圏での案件はきわめて

少ない状態が続きました。

　このような状況のもとで、当社は前年度の大幅赤字からの脱却に向け、全社

員がこれまで以上に利益の確保へのこだわりをもち、営業部門は新規受注だけ

でなく設計変更増額確保にも努め、生産施工部門は各現場におけるコストの低

減を徹底いたしました。この結果、当初の業績予想を若干ながらも上回る営業

利益を確保することができ、１年で黒字転換を達成することができました。

　これらの結果、当事業年度の業績につきましては、売上高が117億８百万円

（前期比3.5％増）、営業利益１億１百万円（前期は20億88百万円の営業損失）、

経常利益２億58百万円（前期は20億６百万円の経常損失）、当期純利益２億22

百万円（前期は21億68百万円の当期純損失）と各利益項目とも前期から大きく

改善する結果となりました。
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事業別の売上高、受注高および受注残高の状況は次のとおりであります。

　（橋梁事業）

　当事業年度における橋梁事業の売上高は86億91百万円（前期比13.2％増）と

なりました。主な売上工事は東日本高速道路㈱・五霞高架橋・福島ジャンクシ

ョンランプ橋・高谷ジャンクション橋南、東北地方整備局・今田高架橋、和歌

山県・宮井橋・新富田橋であります。

　受注高は121億98百万円（前期比47.2％増）となりました。主な受注工事は東

日本高速道路㈱・稲荷木橋北・蔵王川橋、関東地方整備局・山崎地区高架橋、

千葉県・妙典橋その３であります。これにより当事業年度末の受注残高は121億

95百万円（前期比40.4％増）となりました。

　（鉄構事業）

　当事業年度における鉄構事業の売上高は30億17百万円（前期比16.8％減）と

なりました。主な売上工事は大成建設㈱・名古屋駅新ビル、大豊建設㈱・岩国

飛行場整備格納庫、日鉄住金物産㈱・大久保三丁目西地区再開発計画でありま

す。

　受注高は21億69百万円（前期比7.0％減）となりました。主な受注工事は㈱大

林組・神鋼加古川６号連鋳・Ｙ計画別館、大成建設㈱・レッドウッド佐倉、日

鉄住金物産㈱・六本木三丁目東地区であります。これにより当事業年度末の受

注残高は13億90百万円（前期比37.9％減）となりました。

　この結果、当社の当事業年度の受注高は143億67百万円（前期比35.3％増）、

受注残高は135億86百万円（前期比24.3％増）となりました。

②　設備投資の状況

　当事業年度における設備投資につきましては、工場の生産性向上のための機

械装置の更新等のために、総額99百万円の設備投資を実施いたしました。

③　資金調達の状況

　当社は金融機関より借入れによる運転資金の調達を行っております。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

（単位：百万円）

区　　分
第83期

（平成23年度）
第84期

（平成24年度）
第85期

（平成25年度）

第86期
(当事業年度)

（平成26年度）

受 注 高  10,307  11,660  10,619  14,367

売 上 高  15,274  12,020  11,308  11,708

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

 585  27  △2,006  258

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

 619  38  △2,168  222

１株当たり当期純利益又は
　１株当たり当期純損失（△）

 28円07銭  1円74銭  △98円36銭  10円10銭

総 資 産  25,277  22,791  23,605  22,959

純 資 産  17,145  17,566  15,550  16,173

１ 株 当 た り 純 資 産  777円59銭  796円72銭  705円39銭  733円75銭

　（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総

　　　　　　数（自己株式控除後）に基づき算出しております。

　　　　２．１株当たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出してお

　ります。

(3) 重要な親会社および子会社の状況

  該当する事項はございません。
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(4) 対処すべき課題

　「赤字からの脱却」を目標とした当事業年度は、業績が大幅に悪化した前事

業年度の反省を踏まえ、新たな運営体制へ移行し、営業体制の強化・生産部門

の技術力強化・組織力の充実・各現場におけるコスト低減の徹底等を改めて推

進し、当初の目標を達成することができました。

　橋梁事業におきましては、新設鋼橋の発注量は当事業年度並みにとどまると

予想されます。地域的には首都圏での発注量が減少し、中部地区以西での発注

量が増加すると見込まれます。一方で、保全・中大規模改修工事の発注が本格

化すると予想される中、将来の新しい事業の柱とすべく、保全・中大規模改修

工事に対する体制の構築を急ぎ、取り組みを推進いたします。

　鉄構事業におきましては、秋口までの需要は端境期と見なされますが、秋以

降は超高層案件の着工が相次ぎ、需要の上積みが期待されます。地域的には「首

都圏一極集中」の形相はさらに強まり東高西低の傾向が継続すると予想される

中、大型のヤードを保有するという当社の特徴を活かした受注活動に注力し、

外注先の活用方法も含めた生産管理体制を一新することにより、事業の安定化

に努めてまいります。また橋梁事業・鉄構事業で永年培われた制震関連製品が

順調に育っており、今後は独自技術によるさらなる改善と新たなニーズに適合

する新製品の開発に取り組んでまいります。

　当社にとっては橋梁事業・鉄構事業ともに課題の多い事業環境が継続します

が、引き続き「受注と利益目標の達成」「品質の改善と安全の確保」「多様化

する教育」「保全事業への取り組み」および「制震関連製品事業の推進」を軸

として、全社一丸となり業績の拡大に取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社は、建設業法により特定建設業者として国土交通大臣の許可を受け、以

下の事業を行っております。

区 分 内 容

橋 梁 製 作 施 工 道路橋、鉄道橋など鋼橋の設計、製作、架設

鉄 骨 製 作 施 工 ビル建築、学校体育館など鉄骨の設計、製作、架設

そ の 他 土 木 工 事 鋼橋上部工の床版、舗装工事、標識、防護柵などの設置工事

(6) 主要な営業所および工場（平成27年３月31日現在）

本 社 大阪市

東 京 本 社 東京都中央区

営 業 所 仙台市、静岡市、名古屋市

和歌山県海南市、広島市、福岡市

工 場 和歌山県海南市

(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

234名（39名） 増減なし（12名減） 43.2歳 18.6年

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行
百万円

900

株 式 会 社 紀 陽 銀 行
800

株 式 会 社 り そ な 銀 行
600

(9) その他の現況に関する重要な事項

  該当する事項はございません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 65,600,000株

②　発行済株式の総数 22,375,865株

③　株主数 3,006名

④　大株主（上位１０名）

株 主 名 持 株 数 ( 千 株 ) 持 株 比 率 ( ％ )

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,336 6.06

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 1,000 4.53

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 915 4.15

株 式 会 社 奥 村 組 888 4.02

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 810 3.67

前 尾 和 男 654 2.96

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 586 2.65

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 502 2.27

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 502 2.27

株 式 会 社 川 金 コ ア テ ッ ク 500 2.26

（注）持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式の総数より自己株式（334,327株）を控

除して計算して表示しております。

(2) 新株予約権等の状況（平成27年３月31日現在）

  該当する事項はございません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 寳 角 正 明

専務取締役執行役員 谷 　 俊 寛 鉄構本部長

常務取締役執行役員 嶋 崎 哲 太 営業本部長

取 締 役 執 行 役 員 梶 　 義 明 管理本部長 兼コンプライアンス室長

取 締 役 執 行 役 員 高 橋 　 裕 和歌山工場長

取 締 役 執 行 役 員 小 林 雄 紀 技術本部長 兼設計部長

常 勤 監 査 役 坂 田 友 良

監 査 役 桑 原 　 豊 弁護士（弁護士法人第一法律事務所）

監 査 役 吉 竹 英 之
税理士（吉竹税理士事務所代表）
明星工業株式会社 社外監査役
株式会社ﾊｲﾚｯｸｽｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 社外監査役

（注）１．監査役桑原豊氏および監査役吉竹英之氏は、社外監査役であります。

　　　　  なお、両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

２．監査役吉竹英之氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。

②　取締役および監査役の報酬等の総額

区　　　　　分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
名 百万円

6 85

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

28
(13)

合　　　　　計 9 114

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬等限度額は、平成20年６月26日開催の第79期定時株主総会において年額

330百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いた

だいております。

３．監査役の報酬等限度額は、平成20年６月26日開催の第79期定時株主総会において年額

70百万円以内と決議いただいております。
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　　③　社外役員等に関する事項

ア．重要な兼職の状況ならびに当該兼職先と当社との関係

・監査役桑原豊氏は、弁護士法人第一法律事務所弁護士でありますが、当社

と同法人との間には特別の関係はありません。

・監査役吉竹英之氏は、吉竹税理士事務所代表でありますが、当社と同事務

所との間には特別の関係はありません。

また、同氏は明星工業株式会社および株式会社ハイレックスコーポレーシ

ョンの社外監査役を兼務しておりますが、当社と両社との間には特別の関

係はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（14回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役  桑 原 　 豊
回 ％ 回 ％

12 85 11 84

監 査 役  吉 竹 英 之 12 85 11 84

・取締役会および監査役会における発言状況

　監査役桑原豊氏は、弁護士としての専門的見地から議案審議等に必要な

発言を適宜行っております。

　監査役吉竹英之氏は、税理士としての財務および会計に関する専門的見

地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

ウ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　監査役桑原豊氏および監査役吉竹英之氏との間における当該契約の損害

賠償責任の限度額は、法令が定める金額としております。

エ．社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社では、適切な人材を得ることが困難であるという理由で、社外取締

役を置いておりませんでしたが、今般当社の社外取締役に相応しい候補者

を得ることができたため、平成27年６月25日開催予定の第86期定時株主総

会に、社外取締役候補者を含む取締役選任議案を付議させていただくこと

といたしました。

－ 9 －



(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称　 有限責任あずさ監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
百万円

25

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25

 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容

　該当する事項はございません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社の会計監査人である監査法人が、当社の監査を担当する指定社員の行為

により、公認会計士法第29条第２号(２年以内の業務の停止)の懲戒処分を受け

たときは、当社取締役会は、監査役会の同意を得て、株主総会に会計監査人の

解任または不再任の議案を上程します。

(5) 業務の適正を確保するための体制

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　ア）当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催

します。

　イ）取締役は、取締役会を通じて他の取締役の業務執行の監督を行います。

　ウ）代表取締役より全役員に対し、コンプライアンスを企業活動の基本とす

ることを徹底しています。

　エ）当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方

針のもと、取締役会への出席、業務執行の調査などを通じ、取締役の職

務執行の監査を行います。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　重要事項は稟議書、議事録等の管理基準に基づき、適正な保存管理を行いま

す。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　環境、品質、災害、労働安全、法務、情報セキュリティ、経理・財務等リス

ク領域毎の担当部門により、内在するリスクを把握・分析したうえでそのリス

クの軽減のために、規程の立案および改訂に取組みます。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　ア）当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会は経営戦略の策定と監

督機能という本来の機能に特化し、執行役員は業務執行に特化すること

で機能を分離し、取締役会のチェック機能の強化・効率化と業務執行の

迅速化をはかります。

　イ）定例の取締役会を毎月１回開催し、法令で定められた事項の他、重要事

項の決定を行います。さらに迅速な意思決定が必要な場合は臨時取締役

会を適時開催し、これら決定事項は、速やかに執行役員会議等に伝達し

ます。

　ウ）業務運営については全社的な各年度予算および目標を設定し、各部門に

おいては、この目標に向けた具体策を立案し実行するとともに、毎月ま

たは定期的に開催する部門会議において、その進捗状況および実施状況

を取締役が検証します。

⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　ア）代表取締役より全社員に対し、コンプライアンスを企業活動の基本とす

ることを徹底しています。

　イ）代表取締役によりコンプライアンス担当役員が任命され、コンプライア

ンス室がコンプライアンス体制の構築・維持・整備に当たっています。

　ウ）社員就業規則において使用人に社内通報義務を負わせ、社内においてコ

ンプライアンス違反行為が行われ、または行われようとしていることに

気付いた場合、免責性を確保した社内通報制度を利用できるようにして

います。

　エ）代表取締役直轄の内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結果

を被監査部門にフィードバックするとともに、取締役、執行役員および

監査役に適宜報告を行います。

⑥　当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　親会社および子会社はありませんので、該当事項はありません。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役は、必要に応じ補助者をおいて監査業務の補助を行うよう取締役に要

請することができます。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する監査役の指示

の実効性の確保に関する事項

　ア）上記補助者は、監査役の要請事項に関して、取締役および所属部署の責

任者等からの指揮命令は受けないものとします。
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　イ）上記の補助者に係る人事等については、取締役会と監査役会が事前に協

議のうえ決定するものとします。

⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

ア）取締役および使用人は、次の事項について速やかに監査役会に報告をす
　　るものとします。
　・役職員の違法、内部不正行為等
　・重要な訴訟事案
　・緊急・非常事態
　・その他重要な事態
イ）当社は、監査役に上記ア）の報告を行った取締役および使用人に対し、
　　当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止します。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　ア）監査役は、執行役員会議や部門会議等重要会議に出席するとともに、主

要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて

取締役または使用人にその説明を求めることができます。

　イ）代表取締役は、業務執行方針並びに会社が対処すべき課題等について、監

査役会と意見を交換するために定期的に会合を開催します。

⑪　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

　　該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　　当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をし

　　たときは、速やかに当該費用または債務を処理いたします。

⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制

　ア）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報

告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築をするとと

もに、その体制が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を

行っています。

　イ）内部監査室は、業務部門から独立して業務の妥当性、効率性および財務

報告の信頼性の確保等について評価・是正の推進をはかっています。

⑬　反社会的勢力排除に向けた体制

　ア）当社は、企業や市民社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力に対

しては、毅然とした態度で立ち向かい、一切の関係を持たないことを基

本方針とします。

　イ）企業倫理規程において反社会的勢力との関係遮断を明記し、全役職員

に対し本規程の厳守を徹底するとともに、コンプライアンスおよびコ

ーポレートガバナンスの強化に努めています。
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(6) 会社の支配に関する基本方針等

①　会社の支配に関する基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価

値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続

的に確保、向上していくことを可能とする者であるべきと考えております。

　そして、当社の企業価値および株主共同の利益を 大化していくためには、

中長期的な観点から、当社の企業価値を生み出す源泉を育て、強化していくこ

とがもっとも重要であって、当社の財務および事業の方針は、このような認識

を基礎として決定される必要があるものと考えております。

②　当社を取り巻く経営環境と今後の取組み

当社の主力事業である橋梁事業を取り巻く昨年度の環境は、被災地復興関連

の発注が本格化すると期待されましたが、前段の工程である下部工の進捗遅れ

もあり、鋼橋業界の期待する上部工の発注は年度終盤からとなり新設鋼橋の発

注量は前年度割れとなりました。鉄構事業では需要は着実に増加したものの、

当社が得意とする超高層案件は、「首都圏一極集中」がより鮮明となり、地元

である関西圏での案件はきわめて少ない状態が続きました。このような状況の

もと、昨年度は、業績が大幅に悪化した前年度の反省を踏まえ、「赤字からの

脱却」に向け、新たな運営体制へ移行し、営業体制の強化・生産部門の技術力

強化・組織力の充実・各現場におけるコスト低減の徹底等を改めて推進し、１

年で黒字転換を達成することができました。

今後の経営環境は、橋梁事業では新設鋼橋の発注量は例年並みにとどまると

予想され、地域的には首都圏での発注量が減少し、中部地区以西での発注量が

増加すると見込まれます。一方で、保全・中大規模改修工事の発注は徐々に増

加すると予想されます。鉄構事業では秋口までの需要は端境期と見なされます

が、秋以降は超高層案件の着工が相次ぎ、需要の上積みが期待され、地域的に

は「首都圏一極集中」の形相はさらに強まり東高西低の傾向が継続すると予想

されます。

当社にとっては橋梁事業・鉄構事業ともに課題の多い事業環境が継続します

が、引き続き「安定的な受注の確保」を 優先課題と位置付けあらゆる対策を

講じてまいります。橋梁事業におきましては、保全・中大規模改修工事の発注

が本格化すると予想される中、将来の新しい事業の柱とすべく、保全・中大規

模改修工事に対する体制の構築を急ぎ、取り組みを推進いたします。鉄構事業

におきましては、大型のヤードを保有するという当社の特徴を活かした受注活

動に注力し、外注先の活用方法も含めた生産管理体制を一新することにより、

事業の安定化に努めてまいります。また橋梁事業・鉄構事業で永年培われた制

震関連製品が順調に育っており、今後は独自技術によるさらなる改善と新たな
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ニーズに適合する新製品の開発に取り組んでまいります。

平成27年度は、これまでの基本方針である「受注と利益目標の達成」「品質

の改善と安全の確保」「多様化する教育」「保全事業への取組み」および「制

震関連製品事業の推進」を軸として、「飛躍の年」とし、全社一丸となり業績

の拡大に取り組んでまいります。

③　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務およ

び事業の方針が支配されることを防止するための取組み

　当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の

財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、

平成26年６月26日開催の第85期定時株主総会において、有効期間を平成27年に

開催される当社定時株主総会の終結の時までとする平時における「当社株式の

大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいま

す｡ ）を承認いただき導入しております。

④　本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致

し、当社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて

  本プランは、基本方針の考え方、並びに平成17年５月27日に法務省および経

済産業省から公表された「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための

買収防衛策に関する指針」、平成20年６月30日付の企業価値研究会報告書「近

時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」、および東京証券取引所の

適時開示規則に沿って設計され、これにより、当社株主および投資家の皆様は

適切な投資判断を行うことができますので、本プランが当社の企業価値・株主

共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考え

ます。

  また、本プランは、不適切な大規模買付行為に対して、当社取締役会が対抗

措置を発動する場合を事前かつ詳細に開示しており、当社取締役会による対抗

措置の発動は本プランの規定に従って行われます。さらに、大規模買付行為に

関して当社取締役会が評価、検討、代替案の提示、大規模買付者との交渉また

は対抗措置の発動を行う際には、外部の専門家等からの助言を得るとともに、

当社経営陣から独立した外部の有識者と社外監査役から構成される独立委員会

の意見を 大限尊重するものとし、独立委員会は、当社取締役の利益をはかる

ことを目的とした助言・勧告を行ってはならないこととしております。このよ

うに本プランには、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続きも

盛り込まれています。

　以上から、本プランが当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

は明らかであると考えております。
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貸　借　対　照　表（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

10,451,256

1,596,502

308,314

8,100,787

251,555

136,207

12,978

24,029

47,172

△26,290

12,508,177

7,179,251

1,048,061

549,317

66,289

5,515,583

21,372

5,307,553

4,396,640

54,084

264,081

665,351

△72,605

流 動 負 債 6,323,985

支 払 手 形 1,801,673

工 事 未 払 金 811,910

短 期 借 入 金 2,900,000

未 払 金 50,657

未 払 費 用 67,264

未 払 法 人 税 等 33,890

未 成 工 事 受 入 金 313,002

預 り 金 13,940

賞 与 引 当 金 116,665

工 事 損 失 引 当 金 214,981

固 定 負 債 462,438

繰 延 税 金 負 債 352,641

退 職 給 付 引 当 金 88,073

そ の 他 固 定 負 債 21,723

負 債 合 計 6,786,424

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 15,209,988

資 本 金 5,178,712

資 本 剰 余 金 4,608,706

資 本 準 備 金 4,608,706

利 益 剰 余 金 5,563,705

利 益 準 備 金 534,463

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,029,242

別 途 積 立 金 4,320,000

繰 越 利 益 剰 余 金 709,242

自 己 株 式 △141,135

評価・換算差額等 963,021

その他有価証券評価差額金 963,021

純 資 産 合 計 16,173,009

資 産 合 計 22,959,433 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,959,433

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで )

科 目 金 額

千円 千円

完 成 工 事 高 11,708,696

完 成 工 事 原 価 10,526,701

完 成 工 事 総 利 益 1,181,995

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,080,583

営 業 利 益 101,411

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 84,050

そ の 他 営 業 外 収 益 108,339 192,390

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21,859

そ の 他 営 業 外 費 用 13,032 34,891

経 常 利 益 258,910

税 引 前 当 期 純 利 益 258,910

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,100

法 人 税 等 調 整 額 20,160 36,260

当 期 純 利 益 222,649

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,178,712 4,608,706 4,608,706 534,463 6,520,000 △1,803,478 5,250,985

会計方針の変更に
よる累積的影響額

178,246 178,246

会計方針の変更を反
映した当期首残高

5,178,712 4,608,706 4,608,706 534,463 6,520,000 △1,625,231 5,429,231

事業年度中の変動額

別途積立金の取崩し △2,200,000 2,200,000 －

剰余金の配当 △88,175 △88,175

当 期 純 利 益 222,649 222,649

自己株式の取得

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － △2,200,000 2,334,474 134,474

当 期 末 残 高 5,178,712 4,608,706 4,608,706 534,463 4,320,000 709,242 5,563,705

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △140,393 14,898,010 652,311 15,550,321

会計方針の変更に
よる累積的影響額

178,246 178,246

会計方針の変更を反
映した当期首残高

△140,393 15,076,256 652,311 15,728,568

事業年度中の変動額

別途積立金の取崩し － －

剰余金の配当 △88,175 △88,175

当 期 純 利 益 222,649 222,649

自己株式の取得 △742 △742 △742

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

310,709 310,709

事業年度中の変動額合計 △742 133,731 310,709 444,441

当 期 末 残 高 △141,135 15,209,988 963,021 16,173,009

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －



個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの　…………移動平均法に基づく原価法

（２）たな卸資産

①未成工事支出金　　…………個別法に基づく原価法

②材料貯蔵品　　　　…………移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産　　　…………定率法

　　　（リース資産を除く）　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額法

を採用しております。

（２）無形固定資産　　　…………定額法

　　　（リース資産を除く）　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

（３）リース資産　　　　…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。
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賞与引当金　　　　…………従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、前１年間の賞与支給実績を基礎に将来

支給見込額のうち当事業年度負担額を計上し

ております。

工事損失引当金　　…………受注工事の損失発生に備えるため、当事業年

度末における手持受注工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ金額を合理的に見積ること

ができる工事について、その損失見積額を計

上しております。

退職給付引当金　　…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。退職給付債務

の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。過去勤務

費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間
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に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が68,908千円増加、退職給付引当金

が133,731千円減少し、繰越利益剰余金が178,246千円増加しております。なお、損

益に与える影響は軽微であります。

また、当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える

影響も軽微であります。

貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

建物・構築物 488,113千円

土地 2,559,063千円

　計 3,047,177千円

（２）担保に係る債務

短期借入金 2,300,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 7,608,419千円

損益計算書に関する注記

１．工事進行基準による完成工事高 11,394,158千円

２．完成工事原価に含まれている工事損失引当金　

繰入額 △232,071千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 22,375,865株

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 334,327株
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３．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金支払額等

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 44,089千円 ２円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月27日

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 44,085千円 ２円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月１日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度
となるもの
平成27年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しております。
①配当金の総額 44,083千円

②１株当たり配当額 ２円00銭

③基準日 平成27年３月31日

④効力発生日 平成27年６月26日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

税効果会計に関する注記
繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金と前払年金費用であります。

（追加情報）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等
の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、
平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込
まれる一時差異については33.0％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。
　この税率変更による損益への影響は軽微であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記
（リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引）

貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械・運搬具の一部については所有権移
転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
なお、リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、期末残高相当額及

び未経過リース料期末残高相当額はありません。

１．支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 1,160千円
減価償却費相当額 1,160千円

２．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法によってお

ります。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から

の借入により資金を調達しております。受取手形及び完成工事未収入金に係る

顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金預金 1,596,502 1,596,502 －

（２）受取手形 308,314 308,314 －

（３）完成工事未収入金 8,100,787 8,100,787 －

（４）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 4,456,435 4,456,435 －

（５）支払手形 1,801,673 1,801,673 －

（６）工事未払金 811,910 811,910 －

（７）短期借入金 2,900,000 2,900,000 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金預金、（２）受取手形、（３）完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

（４）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券その他は

取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（５）支払手形、（６）工事未払金、（７）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額191,760千円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「（４）有価証券及び投資有価証券　その他

有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 733円75銭

１株当たり当期純利益 10円10銭
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月21日

高田機工株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 田 大 輔 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辰　巳　幸　久 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高田機工株式会社
の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価
に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

－ 23 －



監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細
書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第86期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載

されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載さ

れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みに

ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について

検討を加えました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ

の附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につい

て検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま

せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各

取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を

損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成27年５月21日

高田機工株式会社　監査役会

常勤監査役 坂 田 友 良 

社外監査役 桑 原 　 豊 

社外監査役 吉 竹 英 之 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　　当社は、企業体質の強化をはかり、あらゆる経営環境の変化にも対応できるよう

内部留保の充実をはかるとともに、株主の皆様には安定的な配当を継続的にお届け

することを基本方針とし、業績の推移および事業展開を勘案して機動的に配当を行

っております。

　　第86期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　  期末配当に関する事項

　　１.　配当財産の種類

　　金銭

２.　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　　当社普通株式１株につき２円

　　配当総額44,083,076円

　　　　　　なお、中間配当金として１株につき２円をお支払いしておりますので、

　　　　　年間配当金は１株につき４円となります。

３.　剰余金の配当が効力を生じる日

　　平成27年６月26日
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

社外取締役の招聘に伴い、社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるよ

うにするため、また、今後も引き続き適切な人材を確保できるようにするため、

社外取締役と責任限定契約を締結することができる規定を新設するものでありま

す。併せて、第25条(社外監査役の責任減免)の一部字句を変更し、条数の繰り下

げを行うものであります。

　なお、定款第21条(社外取締役の責任限定契約)の新設に関しましては、各監査

役の同意を得ております。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） （社外取締役の責任限定契約）

第21条　当会社は、社外取締役との間に、当会

 社に対する損害賠償責任を限定する契

 約を締結することができる。ただし、

 その賠償責任の限度額は、法令が定め

 る額とする.

第21条～第24条　（条文省略）

（社外監査役の責任減免）

第22条～第25条　（現行どおり）

（社外監査役の責任限定契約）

第25条　当会社は、社外監査役との間に、当会

 社に対する損害賠償責任に関する契約

 を締結することができる。ただし、そ

 の賠償責任の限度額は、法令が定める

 金額とする。

第26条　当会社は、社外監査役との間に、当会

 社に対する損害賠償責任を限定する契

 約を締結することができる。ただし、

 その賠償責任の限度額は、法令が定め

 る額とする。

第26条～第29条　（条文省略） 第27条～第30条　（現行どおり）
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第３号議案　取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（６名）が任期満了となりますので、つき

ましては社外取締役を１名増員し、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

1

ほ う

寳
ず み

角
ま さ

正
あ き

明

(昭和21年１月１日生)

昭和44年 4月　当社入社

平成 8年 4月　当社技術本部設計部長

平成13年 6月　当社取締役 技術本部長

平成17年 6月　当社取締役常務執行役員 工事本部長

平成19年 6月　当社専務取締役執行役員 工事本部長

平成20年 4月　当社代表取締役社長

現在に至る

50,000株

2

た に

谷
 

　
と し

俊
ひ ろ

寛

(昭和25年10月２日生)

昭和53年10月　当社入社

平成15年 4月　当社和歌山工場橋梁製造部長

平成16年 6月　当社和歌山工場長代行

平成17年 6月　当社執行役員 和歌山工場長

平成19年 6月　当社取締役執行役員 和歌山工場長

平成22年 6月　当社常務取締役執行役員 和歌山工場長

平成25年 6月　当社専務取締役執行役員 鉄構本部長

現在に至る

35,000株

3

し ま

嶋
ざ き

崎
て つ

哲
た

太

(昭和25年３月27日生)

昭和48年 4月　当社入社

平成16年 4月　当社西部営業本部営業部部長

平成17年 5月　当社東部営業本部営業部長

平成18年 6月　当社執行役員 営業本部長

平成19年 6月　当社取締役執行役員 営業本部長

平成25年 6月　当社常務取締役執行役員 営業本部長

現在に至る

24,000株

4

か じ

梶
 

　
よ し

義
あ き

明

(昭和26年11月10日生)

昭和50年 4月　㈱住友銀行(現 ㈱三井住友銀行)入行

平成15年 3月　当社入社

平成16年 4月　当社管理本部総務部長

平成20年 4月　当社執行役員 管理本部長代理

兼総務部長 兼コンプライアンス室長

平成21年 6月　当社取締役執行役員 管理本部長

兼コンプライアンス室長

現在に至る

18,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

5

た か

高
は し

橋
 

　
ゆたか

裕

(昭和27年３月19日生)

昭和49年 3月　当社入社

平成15年 4月　当社東部営業本部東京設計部長

平成18年 4月　当社和歌山工場橋梁製造部長

平成21年 4月　当社執行役員 和歌山工場長代理

兼橋梁製造部長

平成22年 6月　当社取締役執行役員 和歌山工場長代理

兼橋梁製造部長

平成25年 6月　当社取締役執行役員 和歌山工場長

現在に至る

20,000株

6

こ

小
ばやし

林
た か

雄
み ち

紀

(昭和28年９月８日生)

昭和55年 4月　当社入社

平成16年 4月　当社技術本部設計部長

平成19年10月　当社技術本部長代理 兼設計部長

平成20年 4月　当社執行役員 技術本部長 兼設計部長

平成20年10月　当社執行役員 技術本部長 兼設計部長

兼技術提案室長

平成25年 6月　当社取締役執行役員 技術本部長

兼設計部長

現在に至る

23,000株

7
※

か わ

川
た に

谷
み つ

充
お

郎

(昭和24年12月30日生)

昭和49年 4月　大阪大学工学部助手

昭和63年 6月　大阪大学工学部助教授

平成11年 4月　神戸大学工学部教授

平成19年 4月　神戸大学大学院工学研究科教授

平成27年 4月　神戸大学名誉教授

現在に至る

0株

（注）１.　※印は新任の社外取締役候補者であります。
２.　各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３.　川谷充郎氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は大学教授（土木

工学、建設工学）としての豊富な経験と専門的知識を有しており、そ
れらを当社の経営に客観的な立場から反映していただくために選任を
お願いするものであります。また、同氏は直接企業経営に関与された
経験はありませんが、その経験と見識から、社外取締役としての職務
を適切に遂行していただけるものと判断しております。

４.　当社は「第２号議案  定款一部変更の件」が承認可決されることを条
件に、川谷充郎氏が選任された際には、同氏との間で賠償責任を限定
する契約を締結する予定であります。なお、その賠償責任の限度額は、
法令が定める額といたします。

５.　川谷充郎氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第４号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役吉竹英之氏が辞任となりますので、その補欠と
して監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、ご選任いただく監査役の任期は、当社定款の定めにより、前任監査役の残
任期間と同一となります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

や ま

山
な か

中
と し

俊
ひ ろ

廣

(昭和25年3月17日生)

昭和47年12月　監査法人朝日会計社(現有限責任あずさ監査法人)入社

昭和49年10月　公認会計士登録

平成 8年 9月　朝日監査法人(現有限責任あずさ監査法人)

代表社員就任

平成24年 6月　同法人退職

山中俊廣公認会計士事務所　代表

現在に至る

平成26年 5月　学校法人大阪成蹊学園　常任監事就任

現在に至る

 (重要な兼職の状況)

山中俊廣公認会計士事務所　代表

学校法人大阪成蹊学園　常任監事

0株

（注）１.　山中俊廣氏は新任の社外監査役候補者であります。

２.　候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３.　山中俊廣氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は直接企業経営に関与

された経験はありませんが、公認会計士としての専門的知見と財務および

会計に関する相当程度の知見を有しており、社外監査役に適任であると判

断し、選任をお願いするものであります。

４.　当社は、山中俊廣氏が選任された際には、同氏との間で賠償責任を限定

する契約を締結する予定であります。なお、その賠償責任の限度額は、法

令が定める額といたします。

５.　山中俊廣氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして

おり、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第５号議案　当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続の件

　当社は、平成26年６月26日開催の第85期定時株主総会において、有効期間を平成

27年６月に開催予定の当社定時株主総会の終結の時までとする平時における「当社

株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいま

す。）を承認いただき導入しております。

　その後、買収防衛策をめぐる諸々の動向を踏まえ、当社における平時の買収防衛

策のあり方につき、検討を進めてまいりました。その結果、平成27年５月29日開催

の当社取締役会において、平成27年６月25日開催予定の第86期定時株主総会におけ

る株主の皆様のご承認を条件に、当社の企業価値および株主共同の利益をはかるこ

とを目的として、当社取締役会の事前の賛同を得ない当社株式の大規模買付行為や

買収提案に関する本プランを継続することを、当社全取締役の賛成により決定し公

表いたしました。なお、本プランの継続を決定した当社取締役会においては、社外

監査役２名を含む当社監査役全員からも本プランの具体的運用が適正に行われるこ

とを条件として、本プランの継続に賛成する旨の意見表明がありました。

　本議案は、本プランの継続およびそれに基づく対抗措置の発動については、株主

の皆様にも一定の影響を与えるため、本プランの継続に関し株主の皆様のご承認を

お願いするものであります。

　本プランの継続をご承認いただいた場合の有効期間は、平成28年に開催される当

社定時株主総会の終結の時までとなります。ただし、かかる有効期間の満了前であ

っても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、

または、②当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議がなされた場合、本

プランはその時点で廃止されるものといたします。したがって、本プランは、株主

の皆様のご意向にしたがって随時これを廃止させることが可能であります。

  なお、本プランの具体的な内容につきましては、次頁から50頁に、平成27年５月

29日に公表いたしました「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）

の継続に関するお知らせ」を添付しておりますので、ご参照ください。
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【 ご参考：当社平成27年５月29日付公表資料より 】

「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」の継続に関するお知らせ

　当社は、平成26年６月26日開催の第85期定時株主総会において、有効期間を平成27

年３月期の事業年度に係る定時株主総会の終結の時までとする平時における「当社株

式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）

を導入しておりますが、本日開催された当社取締役会において、平成27年６月25日開

催予定の第86期定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）における株主

の皆様のご承認を条件に、以下のとおり本プランの継続を決定しましたのでお知らせ

します。

　なお、本プランの継続に際しましては、１.（２）「当社を取り巻く経営環境と今後

の取組み」を改訂するとともに、その他所要の字句の変更を行っておりますが、本プ

ランの基本的な仕組みは変更しておりません。

 記

１．当社を取り巻く経営環境と企業価値向上に向けた取組み

（１）当社の事業内容とその強み

　当社は、大正10年に土木建築用機材の製造販売および橋梁鉄骨の製作請負を主要

業務として創業し、昭和37年には当時日本 長の橋梁である「琵琶湖大橋」を受注

するなど、関西屈指の橋梁・鉄骨専業メーカー（設計・製作・架設）として現在に

至っております。橋梁事業は、経験工学といわれるように、理論の積み重ねはもち

ろん、その設計・製作・架設の経験の積み重ねが必要不可欠な事業であり、またこ

のような実績の積み重ねが新技術の創出とさらなる受注に繋がる事業であることか

ら、当社は、その80年を超える歴史を通じて各種鋼構造物の実現についてのノウハ

ウを確実にかつ着実に蓄積してまいりました。また、当社和歌山工場は、直接海に

面した28万㎡の広大な敷地の中に６つの工場と７つのヤード、２つの岸壁および専

門性の高い技術研究所を備え、ITを駆使した高度な生産管理システムに基づく品質

管理システム等の先進の技術で、大型化、高度化する鋼構造物のあらゆるニーズに

対応しております。

　主力の橋梁事業では、幹線自動車道の整備、都市高速道路の建設、さらには海上

連絡橋などの大規模プロジェクト等、数々の国家的要請に対し、先進の技術で応え、

2,300橋以上の橋梁の設計施工を行い、公共のインフラ整備に貢献しております。ま

た、橋梁に並ぶ鉄構事業では、半世紀の間に各種ビルディングや体育館などで1,600

件以上におよぶ工事履歴を有しております。特に生研トラスの工法は、東北、北陸

地方等の多雪地域をはじめ全国の学校体育館、工場等の建設に多く採用されており

ます。
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　当社は、これらの極めて公共性の高い事業を手掛ける企業として、「高い技術力」

「不断の努力」「豊かな未来」という社是のもと、社会資本の整備を担う企業とし

て、公正性・透明性の確保、コストの縮減および品質確保と向上に努め、より良い

品質の製品を適正な価格で施工できる企業として日々精進しております。

（２）当社を取り巻く経営環境と今後の取組み

当社の主力事業である橋梁事業を取り巻く昨年度の環境は、被災地復興関連の発

注が本格化すると期待されましたが、前段の工程である下部工の進捗遅れもあり、

鋼橋業界の期待する上部工の発注は年度終盤からとなり新設鋼橋の発注量は前年

度割れとなりました。鉄構事業では需要は着実に増加したものの、当社が得意とす

る超高層案件は、「首都圏一極集中」がより鮮明となり、地元である関西圏での案

件はきわめて少ない状態が続きました。このような状況のもと、昨年度は、業績が

大幅に悪化した前年度の反省を踏まえ、「赤字からの脱却」に向け、新たな運営体

制へ移行し、営業体制の強化・生産部門の技術力強化・組織力の充実・各現場にお

けるコスト低減の徹底等を改めて推進し、１年で黒字転換を達成することができま

した。

今後の経営環境は、橋梁事業では新設鋼橋の発注量は例年並みにとどまると予想

され、地域的には首都圏での発注量が減少し、中部地区以西での発注量が増加する

と見込まれます。一方で、保全・中大規模改修工事の発注は徐々に増加すると予想

されます。鉄構事業では秋口までの需要は端境期と見なされますが、秋以降は超高

層案件の着工が相次ぎ、需要の上積みが期待され、地域的には「首都圏一極集中」

の形相はさらに強まり東高西低の傾向が継続すると予想されます。

当社にとっては橋梁事業・鉄構事業ともに課題の多い事業環境が継続しますが、

引き続き「安定的な受注の確保」を 優先課題と位置付けあらゆる対策を講じてま

いります。橋梁事業におきましては、保全・中大規模改修工事の発注が本格化する

と予想される中、将来の新しい事業の柱とすべく、保全・中大規模改修工事に対す

る体制の構築を急ぎ、取り組みを推進いたします。鉄構事業におきましては、大型

のヤードを保有するという当社の特徴を活かした受注活動に注力し、外注先の活用

方法も含めた生産管理体制を一新することにより、事業の安定化に努めてまいりま

す。また橋梁事業・鉄構事業で永年培われた制震関連製品が順調に育っており、今

後は独自技術によるさらなる改善と新たなニーズに適合する新製品の開発に取り

組んでまいります。

平成27年度は、これまでの基本方針である「受注と利益目標の達成」「品質の改

善と安全の確保」「多様化する教育」「保全事業への取組み」および「制震関連製

品事業の推進」を軸として、「飛躍の年」とし、全社一丸となり業績の拡大に取り

組んでまいります。
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（３）株主に対する利益の還元について

　当社は、常に株主への利益還元を意識した経営を行っており、安定した業績を積

み重ね、株主への安定的な配当を実施することを第一に考えております。一方で、

絶えず進化する技術に対応するための工場の設備更新や、橋梁工事における現場架

設機材への投資が、当社の安定的な成長を実現するためには必要不可欠です。この

ように、一定の内部留保を技術開発、設備の充実などに用いることが競争力の維持

強化や事業構造の改革には必要であり、それらを株主の利益に繋げていくことを経

営の 大の目標としています。

２．本プラン導入の目的および必要性

（１）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の経営にあたっては、橋梁を主力とした鋼構造物に係る設計・製作・

施工に関する永年に亘る技術の蓄積と経験並びに当社のお取引先および従業員等の

ステークホルダーのみならず、当社が事業を行っている国・地域におけるビジネス

パートナーおよびその従業員との間に築かれた信頼関係への理解が不可欠であり、

これらに関する充分な理解なくしては、当社の企業価値を適正に判断することはで

きないものと考えております。また、前述のように地道な実績の積み重ねが将来の

受注に繋がっていくという橋梁および鉄構事業においては、特に、目先の利益追求

ではなく、腰を据えた改善の積み重ねを進めるという、中長期的に企業価値向上に

取組む経営が、株主の皆様全体の利益、同時に当社のユーザーであるお取引先等の

皆様の利益に繫がるものと考えております。さらに、当社が携わる橋梁および鉄構

事業は、社会資本を構成するものであり極めて公共性が高く、また竣工すれば全て

の仕事が完了するわけではなく、竣工しても数十年経過した後の補修内容まで意識

して取り組んでいく必要があります。このような取組みと実績が、当社を新たなる

ステップへ導き、当社のさらなる飛躍が可能となると考えており、これが当社の企

業価値の源泉であると考えております。

　したがいまして、当社取締役会は、当社の企業価値および株主共同の利益を 大

化していくためには、中長期的な観点から、このような当社の企業価値を生み出す

源泉を育て、強化していくことがもっとも重要であって、当社の財務および事業の

方針は、このような認識を基礎として決定される必要があります。当社株式の買付

を行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向

上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損される

ことになります。
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（２）本プラン継続の必要性

　以上のように、当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当

社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的か

つ持続的に確保・向上していくことを可能とする者であるべきと考えております。

　もとより、当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判

断は 終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。した

がって、当社株式の大規模買付行為や買収提案がなされた場合、これが当社の企業

価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定する

ものではありません。

　しかしながら、株式の大規模買付行為等は、それが成就すれば、当社の事業およ

び経営の方針に直ちに大きな影響を与えうるものであり、大規模買付行為等の中に

は、その目的、態様等からみて企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なく

なく、当社の企業価値および株主共同の利益に重大な影響をおよぼす可能性を内包

しております。また、株式の大規模買付行為等の中には、当該買付行為が明らかに

濫用目的によるものと認められ、その結果として株主共同の利益を著しく損なうも

のもないとはいえません。

　以上を考慮した結果、当社取締役会は、当社株式の大規模買付行為や買収提案が

なされた場合に、当社取締役会や株主の皆様がその条件等について検討し、あるい

は当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保するべきであり、

その判断のために、大規模な買付行為を行う買付者において、当社が設定し事前に

開示する一定のルールにしたがって、必要かつ十分な情報が事前に提供される必要

があると認識しております。また、明らかに濫用目的による買付行為に対しては、

当社取締役会が適切と考える方策をとることも、株主共同の利益を守るために必要

であると考えております。

　そこで、当社取締役会は、当社および株主共同の利益のため、以下の内容の事前

の情報提供等に関する一定のルールとして本プランを継続することといたしました。

  なお、本プランの継続決定日現在、特定の第三者からの当社株式の大規模買付の

申入れ、打診等の事実はございません。
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３．本プランの内容

（１）本プランの適用対象

　本プランは、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を25％以上とする

ことを目的とする当社株券等（注３）の買付行為、または、結果として特定株主グ

ループの議決権割合が25％以上となる当社株券等の買付行為がなされた場合を、そ

の適用の対象とします（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したもの

を除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以

下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大

規模買付者」といいます。）。

注１：特定株主グループとは、

(ⅰ) 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有

者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします｡）

およびその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項

に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）

または、

(ⅱ) 当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法

第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるもの

を含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関

係者をいいます。）

を意味します。

注２：議決権割合とは、

(ⅰ) 特定株主グループが、注１の(ⅰ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第27

条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の

共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとし

ます。）も加算するものとします。）

または、

(ⅱ) 特定株主グループが、注１の(ⅱ)記載の場合は、当該大規模買付者および当該特別関係者

の株券等保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）

の合計をいいます。

各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するものを

いいます。）および発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）

は、有価証券報告書、半期報告書および自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたも

のを参照することができるものとします。

注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。

－ 37 －



（２）大規模買付者に対する情報提供の要求

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛

に、本プランにしたがう旨および大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者

の氏名、国内連絡先および提案する大規模買付行為の概要を明示した意向表明書を

ご提出いただくこととします。

　かかる意向表明書受領後10営業日以内に、当社取締役会は、当社株主の皆様の判

断および当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「必要

情報」といいます。）のリストを大規模買付者に交付し、速やかに当該リストに記

載された情報を提供していただくこととします。必要情報の具体的内容は大規模買

付者の属性および大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目は以

下のとおりです。

①　大規模買付者およびそのグループ（共同保有者および関係者を含みます。）

の概要（大規模買付者の事業内容、資本構成、当社の事業と同種の事業につい

ての経験等に関する情報を含みます。）

②　大規模買付行為の目的および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時

期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等および関連する取

引の実現可能性等を含みます。）

③　当社株式の取得対価の算定根拠および取得資金の裏付け（調達スキームを含

みます。）、買付けの時期、取引の仕組み等

④　当社の経営に参画した後に想定している経営方針、事業計画、財務計画、資

本政策、配当政策、資産活用策、経営者候補（当社の事業と同種の事業につい

ての経験等に関する情報を含みます。）等

⑤　当社の企業価値を持続的かつ安定的に向上させるための施策およびその根

拠

⑥　当社の取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社との関係に関し、

大規模買付行為完了後に予定する変更の有無およびその内容

⑦　その他、当社取締役会が必要であると合理的に判断する情報

　当社取締役会は、上記の必要情報を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（下

記(4)に定義されます。）に提供します。

　また、当社取締役会において、当初提供していただいた情報を精査した結果、そ

れだけでは不十分と認められる場合には、大規模買付者に対して必要情報が揃うま

で追加的に情報提供を求めます。当社取締役会は大規模買付者による必要情報の提

供が完了したと判断した場合には、適時適切な方法によりその旨の開示を行います。

　なお、大規模買付行為の提案があった事実、大規模買付者から意向表明書が提出

された事実および当社取締役会に提供された必要情報その他の情報は、当社株主の

皆様の判断のために必要かつ適切と認められる範囲において、速やかに開示します。
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（３）取締役会による評価・検討

　次に、当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し必要情報の提供を完

了したと判断した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当

社株式全部の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役

会評価期間」といいます。）として設定します。なお、取締役会評価期間は、大規

模買付者が当社取締役会に対し必要情報の提供を完了したと判断した旨を当社が開

示した日から起算されるものとし、大規模買付者は、取締役会評価期間が終了する

までは、大規模買付行為を開始することができないものとします。

　ただし、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、当社取締役会または独立委員

会が、取締役会評価期間内に意見表明ないし勧告を行うに至らない場合には、取締

役会は、その決議により、30日間を上限として、取締役会評価期間を延長すること

ができます。この場合、当社取締役会は、取締役会評価期間を延長するに至った理

由、延長期間その他適切と認める事項について、決議後速やかに公表を行います。

　この取締役会評価期間中に、当社取締役会は、必要に応じて外部専門家（ファイ

ナンシャルアドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を受けつつ、提供された

必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会の勧告を 大限に尊重して、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点から当社取締役会としての意

見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大

規模買付行為に関する内容の改善について交渉し、当社取締役会として代替案を提

示することもあります。

（４）独立委員会による評価・検討と取締役会に対する提言

　当社取締役会は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除す

るため、当社から独立した者のみで構成される独立委員会（その概要につきまして

は別紙１を、独立委員会の委員の氏名および略歴につきましては別紙２をご参照く

ださい。）を設置します。

　独立委員会は３名以上の委員により構成され、当社社外監査役および外部の有識

者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任するものとします。

　独立委員会は、取締役会評価期間内において、当社取締役会より提供された必要

情報に基づき、大規模買付行為の評価・検討を行うものとし、その結果に基づき対

抗措置を発動するべきか否かを、理由を付して当社取締役会に対し勧告します。

　また、独立委員会は、必要に応じ、以下の行為を行うことができます。

①　必要情報が不十分である場合に、大規模買付者に対し、必要情報を追加的

に提出するよう求めること
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②　当社の取締役会に対し、所定の期間内に、大規模買付者の買付等の内容に

対する意見およびその根拠資料、代替案、その他独立委員会が適宜必要と認

める情報・資料等を提示するよう求めること

③　当社の取締役会に対し、取締役会評価期間の延長を求めること

④　直接または当社取締役会等を通して間接に、大規模買付者と協議・交渉を

行うこと

⑤　本プランの廃止または変更を取締役会に対して勧告すること

⑥　その他当社取締役会が独立委員会に諮問した事項に関する必要なこと

　なお、独立委員会の各委員は、その判断を行うにあたっては、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己

または当社の経営陣の個人的利益をはかることを目的としてはならないものとしま

す。

（５）大規模買付者に対する対応方針

ⅰ　大規模買付者が本プランを遵守した場合

　当社取締役会は、大規模買付者が本プランを遵守した場合であっても、当

社取締役会の検討の結果大規模買付者の買付提案が当社の企業価値または株

主共同の利益を著しく害すると認められる場合には、大規模買付行為に対す

る対抗措置をとる場合があります。当社の企業価値または株主共同の利益を

害すると認められる場合としては、例えば、

①　真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上

げて高値で株式を会社関係者に引き取らせる目的で株式の買収を行ってい

る場合

②　会社経営を一時的に支配して当該会社の事業経営上必要な知的財産権、

ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該買収者やそのグルー

プ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で株式の買収

を行っている場合

③　会社経営を支配した後に、当該会社の資産を当該買収者やそのグループ

会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予定で株式の買収を行って

いる場合

④　会社経営を一時的に支配して当該会社の事業に当面関係していない不動

産、有価証券など高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一

時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会

を狙って株式の高価売り抜けをする目的で株式買収を行っている場合

等が当たりますが、これらにとどまるものではありません。
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　大規模買付者が本プランを遵守し、かつ、当社取締役会が大規模買付者の

買付提案が当社の企業価値または株主共同の利益を害さないと判断した場合

には、当社取締役会は、当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

仮に、当社取締役会が当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買

付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、当

社株主の皆様を説得するに留め、大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、

当社株主の皆様において、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案

に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

ⅱ　大規模買付者が本プランを遵守しない場合

　大規模買付者が、本プランを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法

の如何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値および当社株主共同

の利益を守ることを目的として、大規模買付者に対する対抗措置をとる場合

があります。

（６）対抗措置の具体的内容

　上記(5)により、取締役会が大規模買付者に対し対抗措置をとる場合、具体的にい

かなる手段を講じるかについては、会社法その他の法律および当社定款が認める措

置の中から、その時点で も適切と当社取締役会が判断したものを選択することと

します。

　その際の判断の客観性および合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買

付者の提供する必要情報に基づき、独立の外部専門家や独立委員会の助言を得なが

ら、当該大規模買付者および大規模買付行為の具体的内容（目的、方法、対象、取

得対価の種類・金額等）や、当該大規模買付行為が当社株主全体の利益に与える影

響を検討した上で判断します。

　具体的対抗措置として株主割当てにより新株予約権を発行する場合には、議決権

割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件と

するなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を設けます。

　なお、当社取締役会が大規模買付者に対する対抗措置の発動を決議した後または

発動後においても、(ⅰ)大規模買付者が大規模買付行為を中止した場合または(ⅱ)

対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、

当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を

維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は独

立委員会の勧告に基づき、または勧告の有無若しくは勧告の内容にかかわらず、対

抗措置の中止または発動の停止を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を

行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、

速やかに情報開示を行います。
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４．株主・投資家に与える影響等

（１）本プランが株主・投資家に与える影響等

　本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために

必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらに

は、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としていま

す。これにより、当社株主の皆様は、適切な情報のもとで、大規模買付行為に応じ

るか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主全体の

利益の保護に繋がるものと考えます。したがいまして、本プランの設定は、当社株

主および投資家の皆様が適切な投資判断を行う前提となるものであり、当社株主お

よび投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。

（２）対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等

　大規模買付者が本プランを遵守しなかった場合または、大規模買付者の買付提案

が当社の企業価値または株主共同の利益を害すると認められる場合には、当社取締

役会は、当社および当社株主全体の利益を守ることを目的として、当該大規模買付

行為に対し、会社法その他の法律および当社定款により認められている対抗措置を

とることがありますが、当該対抗措置の仕組み上当社株主の皆様（大規模買付者を

除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態が

生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決

定した場合には、法令および証券取引所規則にしたがって適時適切な開示を行いま

す。

　なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の無償割当てについて

は今後新株予約権の発行登録を予定しており、新株予約権の概要については別紙３

記載のとおりです。

　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、新株予約権の無償割当てを行う場合に

は、別途定める割当ての基準日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、

その保有する株式１株につき本新株予約権１個を上限とした割合で、本新株予約権

が無償にて割当てられます。このような仕組み上、新株予約権の無償割当て時にお

いても、株主および投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希

釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当

社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主および投資家の皆様

の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与

えることは想定しておりません。ただし、当社取締役会が、新株予約権の無償割当

ての決議をした場合であっても、上記３．（６）に記載の手続き等にしたがい当社

取締役会が発動した対抗措置の中止または発動の停止を決定した場合には、当社株

式の株価に相応の変動が生じる可能性があるため、当社株式１株当たりの経済的価
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値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動に

より損害を被る可能性がある点にご留意ください。

　また、新株予約権の無償割当てに際しては、割当ての基準日における株主名簿に

記録された株主の皆様に新株予約権が無償にて割当てられますので、株主の皆様に

おかれましては、別途当社取締役会が決定し公告する新株予約権の割当ての基準日

までに、名義書換手続きを行っていただく必要があります。

　以上のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法等の詳細につ

いては、新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社

は、その手続きの詳細に関して、適用ある法令および証券取引所規則に基づき、適

時かつ適切に開示または通知を行いますので、当該開示または通知の内容をご確認

ください。

５．本プランの継続決定の経緯と有効期限等

　本プランの継続は、平成27年５月29日に開催された当社取締役会において、取締

役の全員一致をもって承認されました。なお、当社監査役全員は、本プランの具体

的運用が適正に行われることを条件として、本プランの継続に賛成する旨の意見を

述べております。

　本プランの有効期限は、平成27年６月25日開催予定の本定時株主総会の終結の時

から、平成28年６月開催予定の当社定時株主総会の終結の時までといたします。た

だし、当社は、平成27年６月25日開催予定の本定時株主総会において、本プランに

関する株主の皆様のご意思をご確認させていただくため、本プランの継続について

議案としてお諮りする予定であり、本定時株主総会において出席株主の皆様の過半

数のご賛同を得られなかった場合には、本プランは継続することなく、本定時株主

総会の終結の時をもって将来に向けて効力を失うものとします。

　なお、株主の皆様からご賛同をいただいた場合であっても、①当社の株主総会に

おいて本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、または、②当社取締役会に

おいて本プランを廃止する決議がなされた場合、本プランはその時点で廃止される

ものとします。したがって、本プランは、当社株主の皆様のご意向にしたがって随

時これを廃止させることが可能です。

　当社取締役会は、会社法等の関係法令の改正、司法判断の動向および証券取引所

その他の公的機関の対応等を踏まえ、当社株主共同の利益、当社企業価値の保護の

観点から、必要に応じ本プランを見直してまいります。なお、本プランの変更を決

定した場合は、その内容を直ちに開示します。
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６．本プランの合理性

（１）買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・

株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則

（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、

③必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。また、本プランは、

企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買

収防衛策の在り方」に示された考え方にも沿った内容になっております。

（２）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、上記３.にて記載したとおり、大規模買付行為がなされた際に、大規

模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代

替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために大規模

買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保・向上させるという目的をもって導入されるものです。

（３）株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　本プランは、本定時株主総会における株主の皆様からのご承認をもって発効しま

す。また、上記５.にて記載したとおり、本プランには有効期間を１年間とするいわ

ゆるサンセット条項が付されており、かつ、本プランの有効期間の満了前であって

も、株主総会において、本プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、本プラ

ンはその時点で廃止されることになっております。その意味で、本プランの消長に

は、株主の皆様のご意思が反映されることとなっております。

（４）合理的な客観的要件の設定

　本プランは、大規模買付者による買付提案に応じるか否かが、 終的には株主の

皆様の判断に委ねられるべきであることを原則としており、合理的かつ詳細な客観

的要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されております。

このように、本プランは当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するた

めの仕組みを確保しているものといえます。

（５）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランの導入にあたり、当社取締役会または当社取締役の恣意的判断を排除し、

株主の皆様のために、対抗措置の発動および本プランの廃止等の運用に際しての実

質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置します。実際に当社に対し

て大規模買付行為がなされた場合には、独立委員会が、別紙１「独立委員会の概要」

にあるとおり、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう

おそれがあるか否か等を評価・検討し、当社取締役会に対して勧告を行い、当社取

締役会はその勧告を 大限尊重して決議を行うこととします。
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　このように、独立委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視する

とともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされてお

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営

が行われる仕組みが確保されています。

（６）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、上記５.にて記載したとおり、株主総会で選任された取締役で構成さ

れる取締役会によりいつでも廃止することができるものとされており、大規模買付

者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役で構成される取締

役会により、本プランを廃止することが可能です。したがって、本プランは、デッ

ドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻

止できない買収防衛策）ではありません。当社は期差任期制を採用していないため、

本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うこ

とができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありま

せん。

以　上
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 別紙１

 独立委員会の概要

・　独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。

・　独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社

の業務執行を行う経営陣から独立した地位にある当社社外監査役および外部の有識

者の中から、当社取締役会が選任する。なお、外部の有識者とは経営経験豊富な企

業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法・経営学等を

主たる研究対象とする学識経験者、またはこれらに準ずる者をいう。

・　独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、

その理由および根拠を付して当社取締役会に対して勧告する。なお、独立委員会の

各委員は、決定を行うに当たって、当社企業価値および当社株主共同の利益に資す

るか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社取締役の個人的利益を

はかることを目的としてはならない。

　　①買収に対抗するための新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定

款が認める対抗措置の発動

　　②買収提案者との交渉に基づく新株予約権の消却、発行中止その他の対抗措置の

廃止

　　③前二号に準じる重要な事項

　　④その他、当社取締役会が独立委員会に勧告を求める事項

・　独立委員会は、投資銀行、証券会社、弁護士その他外部の専門家に対し、当社の

費用負担により助言を得ることができる。

・　独立委員会の決議は、独立委員会の委員の過半数が出席し、その過半数をもって

これを行う。

以　上
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別紙２

独立委員会の委員の氏名および略歴

小嶋　博（こじま　ひろし）

昭和16年生まれ

昭和53年４月　 名古屋学院大学経済学部助教授

昭和60年４月　 名古屋学院大学経済学部教授

平成４年４月　 名古屋学院大学商学部長就任

平成10年４月　 日本経営財務研究学会副会長就任（平成13年４月より平成22年10月まで評議員に就任）

平成17年４月　 名古屋学院大学学長就任（平成23年３月に退任）

平成23年４月　 名古屋学院大学商学部教授

平成24年４月　 名古屋学院大学大学院特任教授

平成25年10月　 日本経営財務研究学会会長に就任（現在に至る）

平成26年４月　 名古屋学院大学名誉教授（現在に至る）

田島　義久（たじま　よしひさ）

昭和24年生まれ

昭和62年４月　 弁護士登録

平成４年５月　 田島義久法律事務所開設

平成13年４月　 ふじ総合法律会計事務所と合併し、同事務所のパートナーに就任（現在に至る）

平成17年５月　 大阪府外部監査人補助者（平成19年３月に退任）

平成19年２月　 京都府職員懲戒分限審査会委員に就任（平成24年12月に退任）

平成23年７月　 宝塚市公正職務審査会会長（現在に至る）

平成25年１月　 京都府参与（服務管理担当）（現在に至る）

平成25年４月　 池田市調査委員会委員（同年７月に退任）

平成25年12月　 大阪府土地利用審査会委員に就任（現在に至る）

小川　泰彦（おがわ　やすひこ）

昭和31年生まれ

昭和57年６月　 公認会計士登録

昭和62年５月　 税理士登録 公認会計士小川泰彦事務所開設（現在に至る）

平成９年７月　 ペガサス監査法人代表社員（平成20年８月に退任）

平成13年７月　 日本公認会計士協会理事就任（平成19年７月に退任）

平成22年６月　 日本公認会計士協会近畿会会長就任（平成25年６月に退任）

平成22年７月　 日本公認会計士協会副会長就任（平成25年７月に退任）

平成25年３月　 株式会社ノーリツ社外取締役就任（現在に至る）

平成25年６月　 株式会社大阪証券取引所（現 株式会社大阪取引所）社外監査役就任（現在に至る）

以　上
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別紙３

新株予約権の概要

１．新株予約権の割当方法（新株予約権無償割当て）

　会社法第278条および第279条の規定による新株予約権の無償割当てに関する当社

取締役会決議（以下、「新株予約権無償割当て決議」という。）において定める割

当ての基準日における株主名簿に記録された株主に対し、その保有株式（ただし、

同時点において当社の有する当社株式の数を除く。）１株につき新株予約権１個の

割合で、新株予約権を無償で割当てる。

２．新株予約権の発行総数

　新株予約権の発行総数は、新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別

途定める数とする。なお、当社取締役会は、複数回にわたり新株予約権の割当てを

行うことがある。

３．新株予約権無償割当ての効力発生日

　新株予約権無償割当ての効力発生日は、新株予約権無償割当て決議において当社

取締役会が別途定める日とする。

４．新株予約権の目的となる株式の種類

　新株予約権の目的となる株式の種類は、当社普通株式とする。

５．新株予約権の目的となる株式の総数

 (１)  新株予約権１個あたりの新株予約権の目的となる株式の数（以下、「対象株

式数」という。）は、新株予約権無償割当て決議において取締役会が別途定

める数とする。

 (２)  新株予約権の目的となる株式の総数は、当社定款に規定される発行可能株式

総数から新株予約権無償割当て決議時点における発行済株式総数（ただし、

同時点において当社の有する当社株式の数を除く。）を控除した数を上限と

する。

６．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、払込をなすべき額は新

株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める１円以上の額とする。

７．権利行使期間

　新株予約権の行使期間については、新株予約権無償割当て決議において当社取締

役会が別途定める期間とする。

８．譲渡制限

　新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。
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９．行使条件

　特定株主グループ（議決権割合が25％以上のものに限る。以下、同じ。）に属す

る者または特定株主グループに属する者になろうとする者（ただし、当社の株式を

取得または保有することが当社株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた

者および本日時点で議決権割合が25％以上の特定株主グループに属する者を除く。

以下、「例外事由該当者」という。）ではないこと等を条件として定める。詳細に

ついては、新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めるものとす

る。

10．取得条項

　当社は、大規模買付者による大規模買付ルールの違反その他の一定の事由が生じ

ることまたは取締役会が別途定める日が到来することのいずれかを条件として、当

社取締役会の決議にしたがい、新株予約権の全部または例外事由該当者以外の者が

所有する新株予約権のみを取得することができる旨の取得条項を付すことができる

ものとする。この場合における取得の対価は、原則として、例外事由該当者以外の

者が所有する新株予約権の取得については、当該新株予約権１個につき対象株式数

と同数の当社普通株式とする。詳細については、新株予約権無償割当て決議におい

て当社取締役会が別途定めるものとする。

11．無償取得

　当社取締役会が、対抗措置の発動を維持することが相当でないと判断した場合、

その他新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める場合には、当

社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

12．その他

　当社は新株予約権の発行に関して発行登録をするものとする。発行登録の詳細に

ついては、当社取締役会が別途定めるものとする。

以　上
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別紙４

当社の大株主の状況（平成27年３月31日現在）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本生命保険相互会社 1,336 6.06

新日鐵住金株式会社 1,000 4.53

ＪＦＥスチール株式会社 915 4.15

株式会社奥村組 888 4.02

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 810 3.67

前尾　和男 654 2.96

株式会社紀陽銀行 586 2.65

株式会社三井住友銀行 502 2.27

三井住友信託銀行株式会社 502 2.27

株式会社川金コアテック 500 2.26

（注）持株比率は発行済株式総数（22,375,865株）から自己株式（334,327株）を控除して計算して

　　　おります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市中央区備後町２丁目５番８号

日本綿業倶楽部　新館７階　大会場

ＴＥＬ（０６）６２３１－４８８１

大阪
ガスビル

至 梅田 至 北浜

Ｎ

阪　

神　

高　

速

御　

堂　

筋

大阪会館 デイリー
ホット

至 川口 至 馬場町本　町　通本町３ 本町１

備後町３

　　東芝
大阪ビル

地
下
鉄
御
堂
筋
線　

本
町
駅

地
下
鉄
堺
筋
線　

堺
筋
本
町
駅至 大阪港 中　央　大　通 至 法円坂

大阪センタービル

至 難波 至 動物園前

堺　

筋

輸出繊維
会館

サンビル シキボウビル サンライズビル

日本綿業倶楽部

三 

休 

橋 

筋

りそな銀行
本店

丸紅３番出入口
１７番出入口

１番出入口

〔交通のご案内〕

寄駅　地下鉄（御堂筋線）本町駅１番・３番出口より徒歩約５分

地下鉄（堺筋線）堺筋本町駅１７番出口より徒歩約５分

（注）お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。


